
　　

生産緑地法について

（平成４年指定　合計 764箇所 242ha）
２　生産緑地地区の全体の概略の仕組み

１　生産緑地法改正の背景と概要

　三大都市圏の特定市の市街化区域内農地については、都市における良好な生活環境の確保を図る
ため、残り少ない農地を計画的に保全することが求められている。一方では、より計画的な住宅宅
地供給を促進するため、その積極的な活用が要請されている。
　このような基本的な考え方から、都市内の土地利用計画を定める都市計画によって、市街化区域
内農地を「保全する農地」と「宅地化する農地」とに区分することになり、保全する農地について
は、生産緑地地区の指定を行い計画的な農地保全が図られるよう、生産緑地法が平成３年に改正さ
れた。この法改正を受けて、平成４年に練馬区は生産緑地地区の指定を積極的に行った。

指定原案の作成　練馬区

生産緑地地区指定の都市計画の決定

土地利用者等の同意

東京都知事同意

都市計画審議会

農地等としての生産緑地の管理

主たる従事者の死亡等

生産緑地指定後30年経過

営農の継続

指定要件
　①現に農業の用に供されている農地などである
　②良好な生活環境確保の機能を有し、かつ公共施
　　設などの用地として適している。
　③面積が一団で500㎡以上の農地
　④農業の継続が可能である
　以上の①から④の要件を満たし、かつ都市計画上
　の理由から区が必要と認める農地等について指定

区長への買取りの申出

買い取る旨の通知
（１月以内）

買い取らない旨の通知
（１月以内）

価格の協議(成立しない場合に
は収用委員会への裁決申請）

農業希望者への斡旋

法律の目的に従った
適切な管理（公園、
緑地等として整備）

斡旋不調の場合には、
行為制限の解除（買取
申出から３ヵ月後）

農地等とし
ての生産緑
地の管理

生産緑地地区削除の都市計画の決定

都市計画審議会

東京都知事同意

　削除原案の作成　練馬区
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